
別表２　全国展開することとなった規制の特例措置

別表１
の番号

特定事業の名称 特区における規制の特例措置の内容
全部／
一部

全国展開の実施内容 全国展開を実施する法令等 実施時期 所管省庁

411
劇場等における誘導灯
及び誘導標識に関する
基準の特例適用事業

特区内において、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下
「政令」という。）別表第１（１）項イに掲げる劇場等を設ける場
合、当該区域の消防長（消防本部を置かない市町村においては、市
町村長。以下同じ。）又は消防署長の政令第３２条に基づく判断に
当たってのガイドラインとして、次の要件を満たす場合には、当該
劇場等の避難階における避難口に関して誘導灯及び誘導標識の設置
及び維持に係る政令第２６条の規定を適用しないことができること
等について、通知により示すこととする。
【要件】次の１．から５．までの条件に該当するもの
１．当該避難階の床面積が５００平方メートル以下であり、かつ、
客席部の床面積が１５０平方メートル以下であること。
２．客席部に直接面する避難口を二以上有し、当該避難口が客席の
各部分から容易に見通し、かつ、識別できるとともに、歩行距離２
０メートル以下であること。
３．劇場等の屋外に避難した在館者が、当該劇場等の開口部から３
メートル以内の部分を通ることなく安全な場所に避難できること。
４．火災時に自動火災報知設備の感知器の作動と連動し、手動でも
直ちに点灯することができ、かつ、出入口を十分な明るさで照らす
ことのできる照明器具（非常電源付）を避難口すべてに設置すると
ともに、上映中は当該避難口に係員を常駐させること。
５．上映前等に、係員から在館者に対して避難口の位置等に関する
案内説明を行うこと。

全部

特区における規制の特例措置の内容・要件
を踏まえ、消防法施行規則を改正すること
により、全国展開を行う。
なお、左記の要件については、係員の常
駐、係員からの説明等を見直すこととす
る。

消防法施行規則（昭和３６
年４月１日自治省令第６
号）

平成２０年
４月施行予
定

総務省

826

高等学校全日制課程に
おいて不登校状態にあ
る生徒に対するIT等の
活用による学習機会拡
大事業

地方公共団体が、教育上特に配慮が必要な事情があると認めた場
合、高等学校等の全日制課程に在籍する不登校状態にある生徒に対
して、卒業に必要な単位数のうち２０単位を上限として、通信制課
程における教育課程の特例を適用して、多様なメディアを利用して
行う学習を取り入れることができる。

全部

教職員の適正な配置等の教育環境の整備等
について適切に配慮した上で、特区におけ
る規制の特例措置の内容・要件を踏まえ、
全国展開を行う。

法令の改正又は通知を発出
することで対応予定

平成２０年
度中

文部科学省

911-1
ボイラー及び第一種圧
力容器における開放検
査周期の延長事業

ボイラー等の開放検査の周期について、最長４年に１度としている
ものを、現行規定によって担保される安全性と同等の安全性が確保
される場合には、これらの開放検査の周期の延長を可能とする。

全部

ボイラー等の開放検査の周期について、ボ
イラー等の運転実績、経年損傷の防止対
策、余寿命の評価等に係る要件を満たす場
合に、最長８年に１度とする。

「ボイラー等の開放検査周
期に係る認定制度につい
て」（平成２０年３月２７
日付け基発第０３２７００
３号）

平成２０年
４月１日施
行

厚生労働省

注)　「市町村」には、特別区を含む。


